
【表紙】
 

【提出書類】 半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の5第1項の表の第1号

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2026年1月14日

【中間会計期間】 第19期中（自　2025年6月1日　至　2025年11月30日）

【会社名】 Sansan株式会社

【英訳名】 Sansan, Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役／CEO　　寺田　親弘

【本店の所在の場所】 東京都渋谷区桜丘町1番1号

【電話番号】 03-6758-0033（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役／執行役員／CFO　橋本　宗之

【最寄りの連絡場所】 東京都渋谷区桜丘町1番1号

【電話番号】 03-6758-0033（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役／執行役員／CFO　橋本　宗之

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町2番1号）

 

EDINET提出書類

Ｓａｎｓａｎ株式会社(E34960)

半期報告書

 1/33



第一部【企業情報】

第1【企業の概況】

1【主要な経営指標等の推移】

回次
第18期

中間連結会計期間
第19期

中間連結会計期間
第18期

会計期間
自2024年 6月 1日
至2024年11月30日

自2025年 6月 1日
至2025年11月30日

自2024年6月 1日
至2025年5月31日

売上高 （百万円） 20,058 25,381 43,202

経常利益 （百万円） 139 2,885 2,743

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 320 1,959 424

中間包括利益または包括利益 （百万円） 239 2,058 374

純資産額 （百万円） 15,688 16,798 16,040

総資産額 （百万円） 38,858 44,394 47,984

1株当たり中間（当期）純利益 （円） 2.54 15.50 3.36

潜在株式調整後1株当たり中間（当

期）純利益
（円） 2.50 15.33 3.30

自己資本比率 （％） 37.3 35.5 31.2

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 1,009 △359 9,651

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △1,873 △712 △2,550

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △359 △2,046 △654

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 23,503 28,076 31,172

　（注）当社は中間連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載していませ

ん。
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2【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。
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第2【事業の状況】

1【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載した事業

等のリスクについての重要な変更はありません。

 

2【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものです。

 

（1）経営成績に関する説明

当社グループは、「出会いからイノベーションを生み出す」というミッションの下、「ビジネスインフラにな

る」というビジョンを掲げています。この実現に向け、クラウドソフトウエアにテクノロジーと人力オペレーショ

ンを組み合わせ、名刺、請求書、契約書といった企業活動の中で発生する非定型かつアナログな情報を高精度に

データ化し、業務プロセスの効率化や高度なデータ活用を可能とする、働き方を変える各種のAXサービスを提供し

ています。

 

AI活用が進展する中、生成AIを活用して大きな価値を創出するには、企業固有の活動に紐づく構造化・正規化さ

れたデータが重要となります。これまで当社グループでは、事業領域をDX（デジタルトランスフォーメーション）

として定義してきましたが、AI活用を前提に、業務プロセスやデータの在り方そのものを進化させる価値をより明

確に示すため、事業領域をAX（AIトランスフォーメーション）として再定義しました。これにより、生産性の向上

に留まらず、AI活用を継続的に支えるデータインフラとしての価値を提供していきます。

 

市場環境としては、AI関連投資が世界的に拡大する中、AIを活用したグローバルでの業務改革市場は、2024年の

約50.2兆円から2029年には約199.2兆円の規模に達する見通しとされています（注1）。日本国内においても、AIに

よる業務プロセスの効率化や高度化に向けた企業の需要が高まっており、AIシステム市場は2024年の1.3兆円から

2029年には4.1兆円規模へ拡大すると予測されています（注2）。

 

このような環境の下、ビジネスデータベース「Sansan」は、法人向け名刺管理サービス市場において85.8％の

シェア（注3）を有しており、同市場は2013年から2024年の間で約21倍に拡大しています。また、経理AXサービス

「Bill One」は、クラウド請求書受領サービス市場においてNo.1の売上高シェア（注4）を獲得しています。同市

場は、インボイス制度や電子帳簿保存法の法改正対応需要が一巡した2024年度においても、前年比52.4％増と引き

続き高い成長を示しました。

 

　当中間連結会計期間の経営成績は以下の通りです。

   （単位：百万円）

 
前中間

連結会計期間
当中間

連結会計期間
前年同期比

    

売上高 20,058 25,381 +26.5％

売上総利益 17,341 22,348 +28.9％

調整後営業利益（注5） 828 3,024 +265.2％

経常利益 139 2,885 +1,974.6％

親会社株主に帰属する中間純利益 320 1,959 +512.4％

 

当中間連結会計期間においては、堅調な受注状況を背景に、さらなる売上高成長の実現に向け、「Sansan」

「Bill One」「Contract One」において、テレビCMの放映を中心としたマーケティング施策のほか、営業体制の強

化や機能開発を推進しました。また、Eight事業においては、収益性に焦点を当てた事業方針の下、さらなる収益

拡大に取り組みました。

 

以上の結果、当中間連結会計期間における売上高は前年同期比26.5％増、売上総利益は前年同期比28.9％増、売

上総利益率は88.0％（前年同期比1.5ポイント増）となり、堅調な実績となりました。調整後営業利益は売上高成

長や売上総利益率の改善に加え、人件費率が前年同期比で低下したことや、前年同期に発生した本社移転関連費用

がなくなったことにより、前年同期比265.2％の大幅な増益となりました。これらに加え、前年同期比で株式報酬

関連費用が減少したこと等により、経常利益は前年同期比1,974.6％増、親会社株主に帰属する中間純利益は前年

同期期512.4％増と大幅な増益となりました。

 

（注）1.「Artificial Intelligence (AI) In Digital Transformation Global Market Report 2025」（The

Business Research Company）より試算　※2025年11月末のレートに基づき、1ドルを156.15円にて換算
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　　　2.国内AIシステム市場予測（IDC Japan調査）

　　　3.「営業支援DXにおける名刺管理サービスの最新動向2026」（2026年1月 シード・プランニング調査）

 

　　　4. デロイト トーマツ ミック経済研究所「高成長が続くクラウド請求書受領サービス市場」 （ミックITリ

ポート2025年12月号）

　　　5.調整後営業利益：営業利益＋株式報酬関連費用＋企業結合に伴い生じた費用（のれん償却額及び無形固定

資産の償却費）

 

　セグメント別の業績は以下の通りです。

 

①Sansan／Bill One事業

当事業セグメントは、ビジネスデータベース「Sansan」、経理AXサービス「Bill One」、取引管理サービス

「Contract One」等のサービスで構成されています。

当中間連結会計期間におけるSansan／Bill One事業の成績は以下の通りです。

   （単位：百万円）

 
前中間

連結会計期間
当中間

連結会計期間
前年同期比

    

売上高（注6） 17,743 22,371 +26.1％

「Sansan」 12,748 15,181 +19.1％

「Sansan」ストック 12,059 14,151 +17.3％

「Sansan」その他（注7） 689 1,029 +49.4％

「Bill One」 4,456 6,295 +41.3％

その他 538 882 +63.8％

調整後営業利益 996 2,968 +197.7％

    

「Sansan」    

契約件数 10,205件 11,435件 +12.1％

契約当たり月次ストック売上高 202千円 211千円 +4.5％

直近12か月平均月次解約率（注8） 0.39％ 0.53％ +0.14pt

「Bill One」    

MRR（注9） 779 1,069 +37.3％

有料契約件数 3,310件 4,599件 +38.9％

有料契約当たり月次ストック売上高 235千円 232千円 △1.3％

直近12か月平均月次解約率（注10） 0.33％ 0.35％ +0.02pt

 

（注）6. 外部顧客への売上高及びセグメント間の内部売上高または振替高の合計値

　　　7. 初期費用等、ストック以外で発生する一時的な売上高

　　　8. サービスの既存契約のMRRに占める、解約に伴い減少したMRRの割合

　　　9. Monthly Recurring Revenue（月次固定収入）

　　 10. サービスの既存契約のMRRに占める、解約に伴い減少したMRRの割合。算出範囲に「Bill One経費」

       「Bill One債権管理」を含めており、前中間連結会計期間の実績にも遡及して反映。

 

a.「Sansan」

「Sansan」は、「名刺管理から、収益を最大化する」をコンセプトに、企業が有するさまざまな接点情報

と企業情報とを組み合わせることでユーザーならではの独自のデータベースを構築し、そのデータ活用を促

進することで、企業の売上拡大とコスト削減に寄与するサービスです。

当中間連結会計期間においては、主に人材育成による営業体制の強化に取り組んだこと等により、契約件

数は前年同期比12.1％増、契約当たり月次ストック売上高は前年同期比4.5％増となりました。また、直近

12か月平均月次解約率は0.53％（前年同期比0.14ポイント増）となり、1％未満の低水準を維持しました。

この結果、「Sansan」売上高は前年同期比26.1％増、うち、固定収入であるストック売上高は前年同期比

19.1％増、その他売上高は前年同期比49.4％増となりました。

 

b.「Bill One」

「Bill One」は、「『なくせる』をつくり、全社の働き方を変える」をコンセプトに、請求書や経費精

算、債権管理といった証憑を伴う全社的な業務プロセスを効率化し、月次決算を加速させ、組織全体の生産

性向上に寄与するサービスです。
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　当中間連結会計期間においては、営業体制の強化や販売手法の多様化を進めたことで、有料契約件数は

前年同期比38.9％増となり、高成長が継続しました。有料契約当たり月次ストック売上高は小規模の顧客獲

得が進んだことから前年同期比1.3％減となったものの、高水準を維持しました。また、直近12か月平均月

次解約率は0.35％（前年同期比0.02ポイント増）となり、1％未満の低水準を維持しました。

　この結果、「Bill One」の売上高は前年同期比41.3％増となりました。

 

c.その他

その他には、取引管理サービス「Contract One」とグループ会社のナインアウト株式会社の業績が計上さ

れています。「Contract One」は、紙やPDF、電子契約等のあらゆる形式の契約書を正確にデータ化し、全

社での一元管理を可能とするクラウド型の取引管理サービスです。ナインアウト社は、主に顧客との接点を

営業機会に変えるAIインターフェース「Ask One」を提供しています。

当中間連結会計期間では、「Contract One」の売上拡大に向け、既存サービスで培った強みや知見を活か

して、営業体制の強化や機能拡充に取り組みました。また、ナインアウト社においては、「Ask One」の販

売強化等に取り組みました。

この結果、その他売上高は前年同期比63.8％増となりました。

 

以上の結果、当中間連結会計期間のSansan／Bill One事業の売上高は前年同期比26.1％増となりました。調整

後営業利益は売上高の成長や売上総利益率の改善等により、前年同期比197.7％増となりました。

 

②Eight事業

　当事業セグメントは、主に名刺アプリ「Eight」で構成されています。

　当中間連結会計期間におけるEight事業の成績は以下の通りです。

   （単位：百万円）

 
前中間

連結会計期間
当中間

連結会計期間
前年同期比

    

売上高（注11） 2,135 2,921 +36.8％

BtoCサービス 194 218 +12.2％

BtoBサービス 1,941 2,703 +39.3％

調整後営業利益 △115 136 -

    

「Eight」    

「Eight Team」契約件数 5,026件 5,814件 +15.7％

 

(注）11. 外部顧客への売上高及びセグメント間の内部売上高または振替高の合計値

 

a. BtoCサービス

BtoCサービスは、名刺アプリ「Eight」における個人向け有料機能の売上高で構成されており、名刺管理

の利便性がさらに高まる複数の機能を提供しています。

　当中間連結会計期間は、引き続き着実にユーザーを獲得した結果、BtoCサービス売上高は前年同期比

12.2％増となりました。

 

b. BtoBサービス

BtoBサービスは、「Eight Team」、ビジネスイベント、採用関連サービス等で売上高が構成されていま

す。「Eight Team」は、主に小規模な企業・団体を対象とした名刺の管理や共有を可能とするサービスで

す。また、ビジネスイベントはオンラインとオフラインの双方で開催し、さまざまな参加企業を獲得してい

ます。採用関連サービスでは、「Eight」のユーザーを対象とした転職支援サービスを提供しています。

当中間連結会計期間では、人員体制の拡充を進めたことで、ビジネスイベントの開催件数が増加しまし

た。また、名刺管理サービス「Eight Team」の契約件数は堅調に成長し、前年同期比15.7％増となりまし

た。さらに、採用関連サービスも順調に推移したことから、BtoBサービス売上高は前年同期比39.3％増とな

りました。

 

以上の結果、当中間連結会計期間のEight事業の売上高は前年同期比36.8％増となり、調整後営業利益は黒字

へ転換しました。
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（2）財政状態の状況

   （単位：百万円）

 前連結会計年度
当中間

連結会計期間
前連結

会計年度末比

    

資産合計 47,984 44,394 △3,590

負債合計 31,943 27,595 △4,347

純資産合計 16,040 16,798 +757

負債純資産合計 47,984 44,394 △3,590

 

（資産）

当中間連結会計期間末における総資産額は44,394百万円となり、前連結会計年度末に比べて3,590百万円減少し

ました。これは主に現金及び預金の減少3,096百万円、投資有価証券の減少1,763百万円、敷金の減少262百万円、

売掛金の減少117百万円及び有形固定資産の126百万円減少、その他（流動資産）の増加1,408百万円、前払費用の

増加285百万円及びソフトウエアの増加178百万円によるものです。

 

（負債）

当中間連結会計期間末における負債合計は27,595百万円となり、前連結会計年度末に比べ4,347百万円減少しま

した。これは主に株式売却契約損失引当金の減少2,301百万円、未払金の減少894百万円、顧客企業から契約期間分

の料金を一括で受領すること等による前受金の減少566百万円、買掛金の減少402百万円、長期借入金の減少299百

万円及び1年内返済予定の長期借入金の減少284百万円、賞与引当金の増加247百万円及びその他（流動負債）の増

加173百万円によるものです。

 

（純資産）

当中間連結会計期間末における純資産額は16,798百万円となり、前連結会計年度末に比べ757百万円増加しまし

た。これは主に親会社株主に帰属する中間純利益の計上による利益剰余金の増加1,959百万円、資本剰余金の減少

1,344百万円によるものです。

 

（3）キャッシュ・フローの状況

   （単位：百万円）

 
前中間

連結会計期間
当中間

連結会計期間
前年同期比

    

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,009 △359 -

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,873 △712 -

財務活動によるキャッシュ・フロー △359 △2,046 -

現金及び現金同等物の中間期末残高 23,503 28,076 +4,572

 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前中間連結会計期間末に比

べ4,572百万円増加し、28,076百万円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果支出した資金は359百万円（前年同期は1,009百万円の収入）となりました。主な減少要因はその

他の資産の増加額1,465百万円、未払金の減少額887百万円、法人税等の支払額878百万円、前受金の減少額566百万

円、仕入債務の減少額402百万円及び前払費用の増加額275百万円であり、主な増加要因は税金等調整前中間純利益

の計上2,855百万円、非現金支出となる減価償却費の計上437百万円、賞与引当金の増加額246百万円及び売上債権の

減少額121百万円です。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果支出した資金は712百万円（前年同期は1,873百万円の支出）となりました。主な減少要因は投資

有価証券の取得による支出2,483百万円及び無形固定資産の取得による支出382百万円であり、主な増加要因は投資

有価証券の売却による収入2,028百万円及び敷金の回収による収入188百万円です。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果支出した資金は2,046百万円（前年同期は359百万円の支出）となりました。主な減少要因は連結

の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得による支出1,465百万円及び長期借入金の返済による支出584百万円であ

り、主な増加要因は株式の発行による収入139百万円です。
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（4）経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

（5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

（6）研究開発活動

該当事項はありません。

 

3【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第3【提出会社の状況】

1【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 470,800,000

計 470,800,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行

数（株）
（2025年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年1月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 126,659,468 126,659,468
東京証券取引所

（プライム市場）

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

です。なお、単元株

式数は100株です。

計 126,659,468 126,659,468 － －

 

（2）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　当中間会計期間において会社法に基づき発行した新株予約権は、次の通りです。

 

イ）第17回新株予約権

決議年月日 2025年7月14日

付与対象者の区分及び人数（名）
　当社執行役員及び従業員　　　172

　当社子会社取締役、執行役員及び従業員　　　7

新株予約権の数（個）※ 　5,694（注1）

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 　普通株式　569,400（注1）

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 　2,010（注2）（注3）

新株予約権の行使期間※ 　自　2027年7月15日　至　2035年7月14日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）※

発行価格　2,010

資本組入額　1,005

新株予約権の行使の条件※ （注4）

新株予約権の譲渡に関する事項※ （注5）

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項※ （注7）

　※　発行決議日（2025年7月14日）における内容を記載しています。提出日の前月末現在（2025年12月31日）におい

て、これらの事項に変更はありません。

　（注）1．本新株予約権1個当たりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、当社普通株式100株で

す。なお、本新株予約権を割当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が当社普通株式の株式分割

（当社普通株式の無償割当てを含む。以下同じ）または株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を

調整するものとします。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転（以下総称して「合併

等」という。）を行う場合、その他上記の付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲内で付与

株式数を調整することができます。ただし、以上までの調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使され

ていない本新株予約権の付与株式数についてのみ行われ、調整の結果生じる1株未満の端数は切り捨てるも

のとします。
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2．本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、上記の行使価額

は、株式分割または株式併合の比率に応じ、次の算式により調整されるものとし、調整により生じる1円未満

の端数は切り上げるものとします。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
1

分割・併合の比率

 

3．本新株予約権の割当後、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行または自己株式の処

分を行う場合(当社普通株式に転換される証券もしくは転換できる証券または当社普通株式の交付を請求でき

る新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の転換または行使の場合を除く。)、上記の行使

価額は、次の算式により調整されるものとし、調整により生じる1円未満の端数は切り上げるものとします。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数× 1株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行前の1株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

 

上記算式において、「既発行株式数」とは、当社発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式に係る自

己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式に係る自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」

を「処分する自己株式数」に読み替えるものとします。さらに、割当日後、当社が合併等を行う場合、その

他上記の行使価額の調整を必要とする場合には、合併等の条件、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合

理的な範囲内で行使価額を調整することができるものとします。

4．本新株予約権の行使の条件

(1)本新株予約権の割当を受けた者（以下、「本新株予約権者」という。）は、本新株予約権の割当日以降、

権利行使期間の終了日（2035年7月14日）に至るまでの間の特定の日において、東京証券取引所における当

社の普通株式の普通取引の終値株価が3,987円を超過した場合には、本新株予約権を行使することができる

ものとします。

ただし、割当日後に株式分割もしくは株式併合が行われた場合は、下記の式により調整した後の数値（円

単位未満切り上げ）とします。

調整後株価 ＝調整前株価 ×
1

分割・併合の比率

 

(2)本新株予約権の権利行使時において、当社または当社関係会社の取締役、監査役、執行役員もしくは従業

員たる地位を保有していることとします。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由が

あるとして当社取締役会の承認を得た場合はこの限りではありません。

(3)本新株予約権者が死亡した場合は、相続は認めないものとします。

(4)本新株予約権の質入れ、担保権の設定は認めないものとします。

(5)本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過するこ

ととなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできないものとします。

(6)各本新株予約権1個未満の行使を行うことはできないものとします。

5．本新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の譲渡については、当社取締役会の決議による承認を要するものとします。

6．新株予約権の取得条項

(1)当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計画、

または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株主総会の

承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は当社取締役会が別途定める日が到来す

ることをもって、本新株予約権の全部または一部を無償で取得することができるものとします。なお、本

新株予約権の一部を取得する場合には、当社取締役会の決議によりその取得する本新株予約権の一部を定

めるものとします。

(2)本新株予約権者が権利行使をする前に、上記（注4）に定める規定により本新株予約権の行使ができなく

なった場合は、当社は本新株予約権を無償で取得することができるものとします。

7．組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限ります。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式

移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合、組織再編行為の効力発生日において

残存する本新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の本新株予約権者に対し、それぞれの場合に

つき、会社法第236条第1項第8号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株

予約権を以下の方針に基づきそれぞれ交付するものとします。この場合においては、残存する本新株予約権

は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとします。ただし、再編対象会社が新株予約権

を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移

転計画において定めた場合に限るものとします。
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(1)交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の本新株予約権者が保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付します。

(2)新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とします。

(3)新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記（注1）に準じて決定します。

(4)新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

各新株予約権の行使に際する出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、

上記（注2）及び（注3）で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記（注7）(3)に

従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とします。

(5)新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日から、

本新株予約権を行使することができる期間の満了日までとします。

(6)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第1項

に従い算出される資本金等増加限度額の2分の1の金額とし、計算の結果1円未満の端数が生じたときは、そ

の端数を切り上げるものとします。また、この場合、増加する資本準備金の額は、上記の資本金等増加限

度額から増加する資本金の額を減じた額とします。

(7)譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとします。

(8)その他新株予約権の行使の条件

上記（注4）に準じて決定します。

(9)新株予約権の取得事由及び条件

上記（注6）に準じて決定します。

(10)その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定するものとします。
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ロ）第18回新株予約権

決議年月日 2025年9月16日

付与対象者の区分及び人数（名） 　当社取締役　　　  5

新株予約権の数（個）※ 　1,940（注1）

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 　普通株式　194,000（注1）

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 　1,943（注2）（注3）

新株予約権の行使期間※ 　自　2027年8月27日　至　2035年8月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）※

発行価格　1,943

資本組入額　972

新株予約権の行使の条件※ （注4）

新株予約権の譲渡に関する事項※ （注5）

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項※ （注7）

　※　発行決議日（2025年9月16日）における内容を記載しています。提出日の前月末現在（2025年12月31日）におい

て、これらの事項に変更はありません。

　（注）1．第17回新株予約権（注1）に同じ。

2．第17回新株予約権（注2）に同じ。

3．第17回新株予約権（注3）に同じ。

4．本新株予約権の行使の条件

(1)本新株予約権の割当を受けた者（以下、「本新株予約権者」という。）は、本新株予約権の割当日以降、

権利行使期間の終了日（2035年8月26日）に至るまでの間の特定の日において、東京証券取引所における当

社の普通株式の普通取引の終値株価が3,987円を超過した場合には、本新株予約権を行使することができる

ものとします。

ただし、割当日後に株式分割もしくは株式併合が行われた場合は、下記の式により調整した後の数値（円

単位未満切り上げ）とします。

調整後株価 ＝調整前株価 ×
1

分割・併合の比率

(2)本新株予約権者は、権利行使時において、当社または当社関係会社の取締役、監査役、執行役員もしくは

従業員であることを要します。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると取締

役会が認めた場合は、この限りではありません。

(3)本新株予約権者が死亡した場合には、相続は認めないものとします。

(4)本新株予約権の質入れ、担保権の設定は認めないものとします。

(5)本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過するこ

ととなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできないものとします。

(6)各本新株予約権1個未満の行使を行うことはできないものとします。

5．第17回新株予約権（注5）に同じ。

6．第17回新株予約権（注6）に同じ。

7．第17回新株予約権（注7）に同じ。
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ハ）第19回新株予約権

決議年月日 2025年9月16日

付与対象者の区分及び人数（名） 　当社取締役　　　  5

新株予約権の数（個）※ 　1,147（注1）

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 　普通株式　114,700（注1）

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 　1,943（注2）（注3）

新株予約権の行使期間※ 　自　2027年9月17日　至　2035年8月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）※

発行価格　1,943

資本組入額　972

新株予約権の行使の条件※ （注4）

新株予約権の譲渡に関する事項※ （注5）

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項※ （注7）

　※　発行決議日（2025年9月16日）における内容を記載しています。提出日の前月末現在（2025年12月31日）におい

て、これらの事項に変更はありません。

　（注）1．第17回新株予約権（注1）に同じ。

2．第17回新株予約権（注2）に同じ。

3．第17回新株予約権（注3）に同じ。

4．本新株予約権の行使の条件

(1)本新株予約権の割当を受けた者（以下、「本新株予約権者」）は、本新株予約権の割当日以降、権利行使

期間の終了日（2035年8月26日）に至るまでの間の特定の日において、東京証券取引所における当社の普通

株式の普通取引の終値株価が3,987円を超過し、かつ、（8）②に定める条件を満たした場合には、（8）②

に定める割合を上限として本新株予約権を行使することができるものとします。

ただし、割当日後に株式分割もしくは株式併合が行われた場合は、次の算式により調整した後の数値（円

単位未満切り上げ）とします。

調整後株価 ＝調整前株価 ×
1

分割・併合の比率

(2)本新株予約権者は、2027年5月期における、当社の連結損益計算書に記載された売上高が61,518百万円を超

過または調整後営業利益が11,073百万円を超過した場合には本新株予約権の50%を、売上高が61,518百万円

を超過し、かつ調整後営業利益が11,073百万円を超過した場合には本新株予約権の100%を行使することが

できるものとします。なお、当該売上高及び調整後営業利益の判定に際しては、適用される会計基準の変

更や当社の業績に多大な影響を及ぼす企業買収等の事象が発生し、実績数値で判定を行うことが適切では

ないと取締役会が判断した場合には、当社は合理的な範囲内で当該企業買収等の影響を排除し、判定に使

用する実績数値の調整を行うことができるものとします。また、国際財務報告基準の適用、決算期の変更

等により参照すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を当社取締役会にて

定めるものとします。

(3)本新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役、監査役、執行

役員もしくは従業員であることを要するものとします。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他

正当な理由があると当社取締役会が認めた場合は、この限りではありません。

(4)本新株予約権者が死亡した場合には、相続は認めないものとします。

(5)本新株予約権の質入れ、担保権の設定は認めないものとします。

(6)本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過するこ

ととなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできないものとします。

(7)各本新株予約権1個未満の行使を行うことはできません。

5．第17回新株予約権（注5）に同じ。

6．第17回新株予約権（注6）に同じ。

7．第17回新株予約権（注7）に同じ。

8.本新株予約権は、新株予約権1個につき4,800円で有償発行しています。なお、新株予約権行使により株式が発

行された場合の発行価格1,943円、資本組入額972円に加え、会社計算規則第17条第1項第1号に従い、行使時に

おける当該新株予約権1株当たりの帳簿価額を反映し、発行価格は1,991円、資本組入額は資本金等増加限度額

の2分の1の金額（計算の結果1円未満の端数が生じたときには、その端数を切り上げるものとする）である24

円を加えた996円とします。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。
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（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（4）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2025年6月1日～

2025年11月30日（注）
143,016 126,659,468 87 7,291 87 5,032

（注）新株予約権の行使による増加です。
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（5）【大株主の状況】

  2025年11月30日現在

氏名または名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社CNK
東京都港区赤坂9-7-2 ミッドタウン・

イースト4F
32,809,100 25.93

JPLLC CLIENT ASSET S-SK J

（常任代理人　シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店）

FOUR CHASE METROTECH CENTER BROOKLYN,

NY 11245

（東京都新宿区新宿6-27-30）

15,787,098 12.48

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）

東京都港区赤坂1-8-1 赤坂インターシ

ティAIR
9,402,700 7.43

寺田　親弘 東京都杉並区 8,201,800 6.48

PERSHING-DIV. OF DLJ SECS. CORP.

（常任代理人 シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店）

ONE PERSHING PLAZA JERSEY CITY NEW

JERSEY U.S.A.

（東京都新宿区新宿6-27-30）

4,485,400 3.55

富岡　圭 東京都目黒区 4,128,800 3.26

株式会社日本カストディ銀行

（信託口）
東京都中央区晴海1-8-12 3,330,900 2.63

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY 505103

（常任代理人　株式会社みずほ銀行

決済営業部）

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1, BOSTON,

MASSACHUSETTS

（東京都港区港南2-15-1 品川インターシ

ティA棟）

2,677,116 2.12

MSCO CUSTOMER SECURITIES

（常任代理人　モルガン・スタン

レーMUFG証券株式会社）

1585 BROADWAY NEWYORK, NEW YORK

10036, U.S.A.

（東京都千代田区大手町1-9-7 大手町

フィナンシャルシティ サウスタワー）

2,622,659 2.07

STATE STREET BANK AND TRUST

CLIENT OMNIBUS ACCOUNT OM02

505002

（常任代理人　株式会社みずほ銀行

決済営業部）

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1, BOSTON,

MASSACHUSETTS

（東京都港区港南2-15-1 品川インターシ

ティA棟）

2,614,101 2.07

計 － 86,059,674 68.02

（注）1．日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、4,783,500

株です。

なお、それらの内訳は、年金信託組入分173,400株、投資信託組入分4,610,100株となっています。

2．株式会社日本カストディ銀行（信託口）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、2,592,700株です。

なお、それらの内訳は、年金信託組入分84,100株、投資信託組入分2,508,600株となっています。

3．2021年9月6日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、Pleiad Investment

Advisors Limitedが2021年8月31日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当

中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めていませ

ん。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次の通りです。

当社は2021年12月1日付で普通株式1株につき4株の割合で株式分割を行っていますが、下記の保有株券等の数は

当該株式分割前の株式数を記載しています。

氏名または名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券等保有割合
（％）

Pleiad Investment

Advisors Limited

26th Floor, Asia Pacific

Centre,8 Wyndham Street,

Central, Hong Kong

株式 1,029,091 3.30

4．2021年9月7日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、ティー・ロウ・プライ

ス・ジャパン株式会社が2021年8月31日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社とし
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て当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めていま

せん。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次の通りです。

当社は2021年12月1日付で普通株式1株につき4株の割合で株式分割を行っていますが、下記の保有株券等の数は

当該株式分割前の株式数を記載しています。

氏名または名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券等保有割合
（％）

ティー・ロウ・プライ

ス・ジャパン株式会社

東京都千代田区丸の内一丁目9番2

号グラントウキョウサウスタワー

10階

株式 1,077,847 3.46

5．2023年8月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、フィデリティ投信株式

会社が2023年8月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当中間会計期間

末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めていません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次の通りです。

氏名または名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券等保有割合
（％）

フィデリティ投信株式会

社
東京都港区六本木七丁目7番7号 株式 3,595,000 2.87

6．2024年7月19日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、Greenoaks Capital

Partners LLCが2024年7月11日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当中間

会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めていません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次の通りです。

氏名または名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券等保有割合
（％）

Greenoaks Capital

Partners LLC

4 Orinda Way, Suite 200-C,

Orinda, CA, USA
株式 11,601,400 9.22
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（6）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 142,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 126,481,100 1,264,811 －

単元未満株式 普通株式 35,868 － －

発行済株式総数  126,659,468 － －

総株主の議決権  － 1,264,811 －

（注）「単元未満株式」欄には、当社名義の株式が71株含まれています。

 

②【自己株式等】

    2025年11月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

Sansan株式会社 東京都渋谷区桜丘町1番1号 142,500 － 142,500 0.11

計 － 142,500 － 142,500 0.11

 

 

2【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第4【経理の状況】

1．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という）に基づいて作成しています。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の5第1項の表の第1号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第1編

及び第3編の規定により第1種中間連結財務諸表を作成しています。

 

2．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年6月1日から2025年11月30日

まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けています。
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1【中間連結財務諸表】

（1）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2025年5月31日)

当中間連結会計期間
(2025年11月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 31,172 28,076

売掛金 1,409 1,292

前払費用 1,077 1,363

その他 1,742 3,150

貸倒引当金 △9 △12

流動資産合計 35,392 33,870

固定資産   

有形固定資産 2,637 2,510

無形固定資産   

ソフトウエア 724 902

のれん 951 889

その他 0 0

無形固定資産合計 1,675 1,791

投資その他の資産   

投資有価証券 3,727 1,964

敷金 2,063 1,800

繰延税金資産 1,964 1,931

その他 523 553

貸倒引当金 － △27

投資その他の資産合計 8,278 6,221

固定資産合計 12,591 10,524

資産合計 47,984 44,394
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2025年5月31日)

当中間連結会計期間
(2025年11月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 815 412

１年内返済予定の長期借入金 938 653

未払金 2,708 1,814

未払法人税等 1,100 1,050

未払消費税等 669 737

前受金 17,469 16,903

賞与引当金 1,016 1,264

株式売却契約損失引当金 2,301 -

その他 773 946

流動負債合計 27,792 23,781

固定負債   

長期借入金 2,634 2,334

役員退職慰労引当金 58 58

退職給付に係る負債 59 60

その他 1,399 1,360

固定負債合計 4,150 3,814

負債合計 31,943 27,595

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,203 7,291

資本剰余金 4,800 3,455

利益剰余金 3,072 5,032

自己株式 △302 △302

株主資本合計 14,775 15,478

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 97 171

為替換算調整勘定 75 101

その他の包括利益累計額合計 173 273

新株予約権 973 963

非支配株主持分 118 83

純資産合計 16,040 16,798

負債純資産合計 47,984 44,394
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（2）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2024年 6月 1日
　至　2024年11月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2025年 6月 1日
　至　2025年11月30日)

売上高 20,058 25,381

売上原価 2,717 3,033

売上総利益 17,341 22,348

販売費及び一般管理費 ※ 17,157 ※ 19,436

営業利益 183 2,912

営業外収益   

受取利息及び配当金 9 28

助成金収入 1 3

その他 11 6

営業外収益合計 22 38

営業外費用   

支払利息 12 14

為替差損 4 17

支払手数料 2 2

投資事業組合運用損 22 18

その他 25 12

営業外費用合計 67 64

経常利益 139 2,885

特別利益   

新株予約権戻入益 2 29

投資有価証券売却益 416 -

固定資産売却益 - 1

株式売却契約損失引当金戻入益 - 15

特別利益合計 419 46

特別損失   

固定資産除却損 18 7

本社移転費用 134 -

自己新株予約権消却損 - 69

特別損失合計 152 76

税金等調整前中間純利益 406 2,855

法人税等 100 897

中間純利益 305 1,958

非支配株主に帰属する中間純損失（△） △14 △1

親会社株主に帰属する中間純利益 320 1,959
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2024年 6月 1日
　至　2024年11月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2025年 6月 1日
　至　2025年11月30日)

中間純利益 305 1,958

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △63 73

為替換算調整勘定 △1 26

その他の包括利益合計 △65 100

中間包括利益 239 2,058

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 254 2,059

非支配株主に係る中間包括利益 △14 △1

 

EDINET提出書類

Ｓａｎｓａｎ株式会社(E34960)

半期報告書

22/33



（3）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2024年 6月 1日
　至　2024年11月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2025年 6月 1日
　至　2025年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 406 2,855

減価償却費 510 437

のれん償却額 65 62

固定資産除売却損益（△は益） 18 5

株式報酬費用 553 49

新株予約権戻入益 △2 △29

株式売却契約損失引当金戻入益 - △15

自己新株予約権消却損 - 69

貸倒引当金の増減額（△は減少） △25 31

賞与引当金の増減額（△は減少） 111 246

受取利息及び受取配当金 △9 △28

支払利息 12 14

投資事業組合運用損益（△は益） 22 18

投資有価証券売却損益（△は益） △416 -

売上債権の増減額（△は増加） 270 121

前払費用の増減額（△は増加） △199 △275

その他の資産の増減額（△は増加） △366 △1,465

仕入債務の増減額（△は減少） △152 △402

未払金の増減額（△は減少） 121 △887

前受金の増減額（△は減少） △216 △566

未払消費税等の増減額（△は減少） △360 65

その他の負債の増減額（△は減少） 870 93

その他 △36 103

小計 1,176 504

利息及び配当金の受取額 9 28

利息の支払額 △11 △14

法人税等の支払額 △164 △878

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,009 △359

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △2,002 △77

無形固定資産の取得による支出 △230 △382

投資有価証券の取得による支出 △96 △2,483

投資有価証券の売却による収入 666 2,028

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 △230 -

敷金の差入による支出 △11 △0

敷金の回収による収入 158 188

その他 △125 15

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,873 △712

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △449 △584

株式の発行による収入 409 139

新株予約権の発行による収入 14 5

自己株式の取得による支出 △299 -

自己新株予約権の取得による支出 - △69

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得による支出 - △1,465

その他 △34 △72

財務活動によるキャッシュ・フロー △359 △2,046

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3 23

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,226 △3,096

現金及び現金同等物の期首残高 24,729 31,172

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 23,503 ※ 28,076

 

EDINET提出書類

Ｓａｎｓａｎ株式会社(E34960)

半期報告書

23/33



【注記事項】

（中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用の計算）

　当社及び一部の連結子会社の税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益

に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算して

います。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定

実効税率を使用しています。

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は以下の通りです。

 

前中間連結会計期間

(自　2024年 6月 1日

　至　2024年11月30日)

当中間連結会計期間

(自　2025年 6月 1日

　至　2025年11月30日)

給料手当及び賞与 6,028百万円 6,958百万円

広告宣伝費 2,342 3,547

賞与引当金繰入額 995 1,321

貸倒引当金繰入額 △10 31

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は以下の通

りです。

 

前中間連結会計期間

（自 2024年 6月 1日

至 2024年11月30日）

当中間連結会計期間

（自 2025年 6月 1日

至 2025年11月30日）

現金及び預金勘定 23,644百万円 28,076百万円

預入期間が3か月を超える定期預金 △140 -

現金及び現金同等物 23,503 28,076

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年6月1日　至　2024年11月30日）

株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年6月1日　至　2025年11月30日）

株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2025年7月31日付で連結子会社であるナインアウト株式会社（旧クリエイティブサーベイ株式会社）

の株式を追加取得し、完全子会社としました。この結果、資本剰余金が1,412百万円減少しています。このこと

などに伴い、当中間連結会計期間末において資本剰余金が3,455百万円となっています。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年6月1日　至　2024年11月30日）

1．報告セグメントごとの売上高及び利益または損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）1

合計
 

Sansan／Bill
One事業

Eight事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 17,737 2,129 19,867 191 20,058

セグメント間の内部売

上高または振替高
5 6 11 50 62

計 17,743 2,135 19,879 241 20,121

セグメント利益または損

失(△)　（注）2
996 △115 881 △53 828

（注）1．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、子会社の事業を含んで

います。

2．セグメント利益または損失（△）は、営業利益または損失（△）に株式報酬費用及び企業結合に伴い生

じた費用（のれん償却額及び無形固定資産の償却費）を加えた調整後営業利益または損失（△）にて表

示しています。

（単位：百万円）

 
Sansan／Bill

One事業
Eight事業 その他

中間連結

損益計算書

計上額

セグメント利益または

損失(△)
996 △115 △53 828

株式報酬関連費用 482 95 - 578

のれん償却額及び無形

固定資産の償却費
25 20 19 65

営業利益または損失

（△）
488 △231 △73 183

（注）株式報酬関連費用には、信託型ストックオプションに係る当社グループ従業員等への金銭での補填

及び代替的な給与等の支給に関する費用を含んでいます。

 

2．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

(のれんの金額の重要な変動)

「Eight事業」セグメントにおいて、当第中間連結会計期間にかえでIRアドバイザリー株式会社の株式を取

得し、同社を連結の範囲に含めています。当該事象によるのれんの増加額は、当中間連結会計期間においては

197百万円です。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年6月1日　至　2025年11月30日）

1．報告セグメントごとの売上高及び利益または損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）1

合計
 

Sansan／Bill
One事業

Eight事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 22,354 2,902 25,257 124 25,381

セグメント間の内部売

上高または振替高
16 18 35 84 119

計 22,371 2,921 25,292 208 25,501

セグメント利益または損

失(△)　（注）2
2,968 136 3,104 △80 3,024

（注）1．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、子会社の事業を含んで

います。

2．セグメント利益または損失（△）は、営業利益または損失（△）に株式報酬費用及び企業結合に伴い生

じた費用（のれん償却額及び無形固定資産の償却費）を加えた調整後営業利益または損失（△）にて表

示しています。

（単位：百万円）

 
Sansan／Bill

One事業
Eight事業 その他

中間連結

損益計算書

計上額

セグメント利益または

損失(△)
2,968 136 △80 3,024

株式報酬関連費用 36 12 - 49

のれん償却額及び無形

固定資産の償却費
25 20 16 62

営業利益または損失

（△）
2,905 103 △96 2,912

（注）株式報酬関連費用には、信託型ストックオプションに係る当社グループ従業員等への金銭での補填

及び代替的な給与等の支給に関する費用を含んでいます。

 

2．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

(のれんの金額の重要な変動)

該当事項はありません。
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（収益認識関係）

当社グループの売上高は、顧客との契約から生じる収益であり、当社グループの報告セグメントを取引形態別に

分解した内訳は、以下の通りです。

（単位：百万円）

セグメント区分

前中間連結会計期間

（自　2024年 6月 1日

至　2024年11月30日）

当中間連結会計期間

（自　2025年 6月 1日

至　2025年11月30日）

Sansan／Bill One事業

　Sansan（ストック）

　Sansan（その他）

　Bill One

　その他

 

12,058

689

4,454

535

 

14,150

1,029

6,293

880

Eight事業

　BtoCサービス

　BtoBサービス

 

194

1,934

 

218

2,684

その他事業 191 124

顧客との契約から生じる収益 20,058 25,381

外部顧客への売上高 20,058 25,381

（注) 「その他事業」は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、子会社の事業を含んでいま

す。
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（企業結合等関係）

（共通支配下の取引等）

子会社株式の追加取得

当社は、2025年7月24日開催の当社取締役会において、連結子会社であるナインアウト株式会社（旧クリエイティ

ブサーベイ株式会社）の株式を追加取得し完全子会社とすることを決議し、2025年7月31日に追加取得し、完全子会

社としました。

 

1. 取引の概要

(1)結合当事企業の名称及び事業の内容

企業の名称　ナインアウト株式会社

事業の内容　AIインターフェースの企画・開発・販売

 

(2)企業結合日

2025年7月31日（株式取得日）

2025年8月31日（みなし取得日）

 

(3)企業結合の法的形式

非支配株主からの株式取得

 

(4)結合後企業の名称

変更はありません。

 

(5)その他取引の概要に関する事項

非支配株主が保有する株式を全て取得し、同社を当社の完全子会社とするものです。

 

2. 実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 2019年1月16日)及び「企業結合会計基準及び事業分離等会

計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 2019年1月16日)に基づき、共通支配下の取引等のうち、

非支配株主との取引として処理しています。

 

3. 子会社株式の追加取得に関する事項

取得の対価　　　現金

取得原価　　　　1,412百万円

 

4. 非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項

(1)資本剰余金の主な変動要因

子会社株式の追加取得

 

(2)非支配株主との取引によって減少した資本剰余金の金額

1,412百万円
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（1株当たり情報）

　1株当たり中間純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後1株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下の通

りです。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年 6月 1日
至　2024年11月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年 6月 1日
至　2025年11月30日）

(1)1株当たり中間純利益 2円54銭 15円50銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（百万

円）
320 1,959

普通株主に帰属しない金額（百万円） - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間

純利益（百万円）
320 1,959

普通株式の期中平均株式数（株） 125,941,614 126,424,972

(2)潜在株式調整後1株当たり中間純利益 2円50銭 15円33銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額

（百万円）
- -

普通株式増加数（株） 2,240,384 1,405,372

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

1株当たり中間純利益の算定に含めなかった

潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要

2021年ストックオプション

(第6回新株予約権)

183個(73,200株)

2024年ストックオプション

（第15回新株予約権)

228個(22,800株)

2025年ストックオプション

(第17回新株予約権)

5,694個(569,400株)

2025年ストックオプション

（第18回新株予約権)

1,940個(194,000株)

2025年ストックオプション

（第19回新株予約権)

1,147個(114,700株)

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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2【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年１月14日

Sansan株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 根 　本 　剛 　光

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 戸 　塚 　俊 一 郎

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているSansan株式会社

の2025年６月１日から2026年５月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年６月１日から2025年11月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、Sansan株式会社及び連結子会社の2025年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要

な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務
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諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中

レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成

及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

・ 中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）1.上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しています。

2.XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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